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第１ 本準備書面の目的 

   被告国は、「長期評価」について、「これと異なる理学的知見が多く示さ

れていたほか、その策定に関与した専門家を含む地震学・津波額及び津波

工学の専門家らも一様に『長期評価の見解』が理学的根拠に乏しいもので

あった旨意見を述べており、これを裏付ける事実関係も多々存在すること

から『長期評価の見解』はおよそ『最新の科学的、技術的知見を踏まえた

合理的な予測』によってリスクを示唆する知見とは呼べないものであっ

た」（被告国第７準備書面７８頁）などと主張する。 

   そこで原告らは、本準備書面において、主に被告国第７準備書面第４第

５項における被告国の主張に対する反論として、「長期評価」が安全対策

の基礎に据えるべき客観的かつ合理的根拠を有する科学的知見であること

を明らかにする。 

   より具体的には、まず「長期評価」に先立ち、「津波地震」に関する知

見が進展してきたことを述べる（第２）。 

   その上で、「長期評価」が、被告国の組織である地震調査研究推進本部

によって、第一線の研究者の最大公約数的見解として公表されたこと（第

３）、「長期評価」が示した結論が実質的にも「津波地震」に関する知見を

踏まえた合理的な内容であること（第４）、「長期評価」が項目毎の信頼度

を詳細に検討した安全対策の基礎に据えるべき知見であること（第５）を

順に明らかにする。 

   さらに、「長期評価」公表後の事実経過からも、その内容が客観的かつ

合理的根拠を有する知見といえることを補充して述べる。すなわち、改訂

の際にも公表後の改訂の際も再確認・維持されてきたこと（第６）、被告

国が引用する中央防災会議・日本海溝等専門調査会の報告が「長期評価」

と異なる見解であるとしても「長期評価」の内容は否定されないこと（第

７）、及び耐震バックチェックでは「長期評価」は検討対象外であり、「長

期評価」の検討が必要との意見がなかったことをもって「長期評価」には
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影響しないことを述べる（第８） 

以下、詳述する。 

 

第２ 「長期評価」に先立つ「津波地震」の知見の進展 

１ 「長期評価」に先立つ地震・津波の知見の進展を確認する意義 

「長期評価」を正しく評価するためには、「長期評価」に先立つ地震・

津波の知見の進展について確認することが必要である。 

とりわけ、本件争点（福島県沖の日本海溝寄りに「津波地震」を想定す

べきであったか否か）との関係では、「津波地震」についての知見の進展

と、その知見が「長期評価」の土台となっていること、の２点について確

認することが重要である。 

２ 近代的観測にもとづく「津波地震」についての知見の進展 

（１）「津波地震」の意義と低周波地震の発生帯 

１９２８（昭和３）年、和達清夫氏は、周期が長く人間が弱くしか感じら

れないが、大きな津波を伴うことがある地震が海溝近くに発生することを、

早くも指摘していた（甲Ｂ４５「深海地震の特異性、及び三種類の地震に就

いて」）。 

１９７２（昭和４７）年には Kanamori（金森博雄氏）が、１８９６年の

明治三陸地震の解析を通じ、人が感じるような高周波（短周期）の揺れは小

さいが、低周波（長周期）のゆっくりした揺れが大きく、大きな津波を生じ

る地震を「津波地震」という専門用語により初めて提案した。 

１９８０（昭和５５）年には Fukao and Kanjyo（深尾良夫氏、神定健二

氏）が、上記の知見を踏まえつつ、１９７４（昭和４９）年から７７（５２）

年に発生した６１１の地震を選定し、波動特性により超高周波、高周波、低

周波、超低周波に分類し、日本海溝の軸にほぼ平行な３つのゾーンに分割で

きること、日本海溝の内壁直下に、低周波および超低周波地震がほぼその領

域でしか見られない「低周波地震ゾーン」を認めることができることを実証
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した（甲Ｂ４６の１、２「日本海溝の内壁直下の低周波地震ゾーン」）。 

 

こうして、日本海溝の海溝軸付近では低周波地震が発生しており、その大

きなものが津波地震であるとの知見が確立していった。こうした知見が、

「長期評価」策定の時点で、地震・津波の専門家に広く共有されていたこと

は、都司・島崎両名が証言するとおりである（甲Ｂ４７の１・１２１～１３

１項、甲Ｂ４８の１・９頁）。 

（２）「津波地震」は海溝軸近くのプレート境界で起こるという知見の確立 

また、日本海溝寄りの他にも、近代的観測が可能になって以降に発生した

１９４６年のアリューシャン地震、１９９２年のニカラグア地震、１９９４

年のジャワ地震、１９９６年のペルー地震などが「津波地震」とされている。

都司嘉宣氏の調査によれば、地震による津波のうち７％は津波地震による

ものである（甲Ｂ４８の１・９～１０頁）。 
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地震計記録や験潮所の津波波形の分析を通じ、１９９０年代には、こうし

た世界各地の「津波地震」がいずれも海溝軸近傍のプレート境界において起

こっていることが確認された。 

このように、近代的観測データとその分析により「津波地震は海溝軸近傍

のプレート境界で起こる」という知見が確立された。 

（３）阿部勝征氏による津波地震の定量化 

   津波地震についての研究が進展する中で、阿部勝征氏は、近代的観測以後

の地震津波の基礎データに基づき、津波マグニチュード（Ｍｔ）の値が、マ

グニチュード（Ｍ）の値に比べ０．５以上大きいものを「津波地震」として、

津波地震を定量的に定義した（阿部、１９８８年「津波マグニチュードによ

る日本付近の地震津波の定量化」。甲Ｂ１３参照）。 

３ 歴史地震研究の進展と津波数値計算の発達が持つ重要な意味 

日本における歴史地震の研究は、２０００（平成１２）年頃までに大きく

進展した。１９９０年代半ばには都司嘉宣氏らによる歴史資料の検討によ

って、歴史地震のうち、１６１１年の慶長三陸地震や１６７７年の延宝房総

沖地震など、震害についての記載がないか極めて少ないのに、津波による被

害が甚大であったことが記載により明らかな地震、すなわち「津波地震」と

評価すべき地震が明らかになってきた（甲Ｂ４９・２５～２９頁、甲Ｂ５０

渡辺偉夫「日本被害津波総覧（第２版）」）。 

他方、コンピュータや計算技術の発達により、津波の発生・伝播・陸上遡

上の数値計算（シミュレーション）が可能となった。例えば、佐竹健治氏も

作成に加わった１９９７（平成９）年「津波災害予測マニュアル」では「近

年、電子計算機の大容量化、高速化が飛躍的に進展し、これらに支えられて

広範囲かつ詳細な津波の数値計算が数多く行われ、今日では±１５％程度

の誤差で、遡上した津波の浸水高を表現できるまでになった」としている

（甲Ｂ３８・５０頁）。 

これにより験潮記録や痕跡高、さらには歴史資料に残された津波の遡上
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記録や被害の記録と照らし合わせ、過去の津波の波源域や波源モデルを推

定することも可能になった（甲Ｂ４７の１・１８項）。 

このように、歴史地震研究と津波数値計算のいずれもが発達することに

よって、近代的観測による地震・津波（例えば１８９６年の明治三陸地震）

と、近代的観測以前の歴史資料に基づく地震・津波（例えば１６１１年の慶

長三陸地震、１６７７年の延宝房総沖地震）の間に、共通点（地震に比べ津

波が異常に大きく、日本海溝寄りで発生していること）を確認することが可

能になった。 

４ 小括 

   「長期評価」策定に先立って、第１に近代的観測に基づく「津波地震」に

ついての知見の進展、第２に歴史資料に基づく歴史地震の研究の進展と歴

史地震における「津波地震」の抽出、第３に津波数値計算の飛躍的進展があ

ったのであり、これらの知見は相互に関連し合うことによって、「長期評価」

の土台となっている。 

   以下では、このような知見を土台として、地震調査研究推進本部に所属す

る第一線の研究者らが如何なる議論を行い、「長期評価」で示した結論に至

ったのかについて、順に明らかにする。 

 

第３ 「長期評価」は公的機関により策定された最大公約数的見解であること 

１ 地震調査研究推進本部の設置目的と活動内容 

（１）地震調査研究本部の設置目的 

１９９５（平成７）年１月に発生した阪神・淡路大震災を契機として、

同年７月、全国にわたる総合的な地震防災対策を推進すること、及び地震

に関する調査研究の推進を図るための体制の整備を目的として（同法１

条）、地震防災対策特別措置法が制定された。 

同法１３条は、「国は、地震に関する観測、測量、調査及び研究のため

の体制の整備に努めるとともに、地震防災に関する科学技術の振興を図る
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ため必要な研究開発を推進し、その成果の普及に努めなければならない」

として、地震に関する調査研究の推進についての被告国の責任を定めてい

る。 

地震調査研究推進本部は、地震に関する調査研究の成果が国民や防災を

担当する機関に十分に伝達され活用される体制になっていなかったという

問題意識の下に、行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制

を明らかにし、これを政府として一元的に推進するため、同法に基づき総

理府に設置（現・文部科学省に設置）された政府の特別の機関である 

   別件訴訟において証言した都司嘉宣氏及び島崎邦彦氏は、以下のように

指摘する。 

「阪神・淡路大震災の反省、すなわちそれまで地震調査研究の内容が一

般の方や防災関係者に伝わっていなかったということの反省から、地

震本部が作られ、地震調査研究の内容がすぐに一般の方や地震防災関

係者に伝わるようになった」（甲Ｂ４８の１・４０頁、同趣旨として

２５頁） 

「阪神淡路大震災の直後に、国全体として地震ないし津波の災害に対す

る対策を立てなきゃいけない、見解をまとめなきゃいけないというこ

とで発足いたしました」（甲Ｂ４７の１・８３項） 

さらに留意すべきは、地震の調査研究といっても、地震本部は従来から

あった地震予知連絡会のような私的諮問機関ではなく、政府の公的機関で

あって、地震についての被告国としての評価を行うことを任務としている

という点である。この点は、１９９７（平成９）年当時に地震本部・地震

調査委員会の委員であり、２００２（平成１４）年に「長期評価」を策定

した海溝型分科会の委員でもあった阿部勝征氏が、その著作において強調

している（甲Ｂ５１、阿部勝征「巨大地震 正しい知識と備え」２２６

頁、次頁の図、乙Ｂ５３・３～４頁）。 
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（２）１９９９年「地震調査研究の推進について」 

地震調査研究推進本部は、１９９９（平成１１）年４月に、「地震に関

する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施

策」をまとめたものとして、「地震調査研究の推進について」と題する基

本方針（甲Ｂ５２）を策定し、その第３章の「当面推進すべき地震調査研

究」として、「活断層調査、地震の発生可能性の長期評価、強震動予測等

を統合した地震動予測地図の作成」を掲げた。 

特に、海溝型地震に関して「海溝型地震の特性の解明と情報の体系化」

に取り組むこととした。具体的には、日本に被害を与える可能性のある海

溝型地震に関して、①その詳細な発生位置に関する情報、②想定される地

震の規模等に関する情報、③地震の発生履歴に関する情報を明らかにする

ことを目標として、調査研究及び歴史的な資料、情報の体系的な収集、整

理、分析を進めることとした。こうした成果を踏まえて、海溝型地震の発

生可能性の長期的な確率評価を行うこととして、その際可能な限り、数十
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年単位の発生可能性を与える情報を提示することが望ましいとされたもの

である。 

（３）活断層型及び海溝型地震についての各長期評価の検討 

以後、地震調査研究推進本部・地震調査委員会は、この「地震調査研究

の推進について」の定める基本方針に基づいて、主な活断層と海溝型地震

の活動間隔、次の地震の発生可能性（場所、規模〔マグニチュード〕及び

発生確率）等を随時評価、公表してきた。地震本部が行う調査研究のう

ち、主要な活断層で発生する地震や海溝型地震を対象に地震の規模や一定

期間内に地震が発生する確率を予測したものを、特に長期評価と呼称する

こととしている（地震本部ＨＰより）。 

２００２（平成１４）年時点では、主要９８断層のうち２５地域２７断

層帯についての長期評価を公表していた。また、海溝型地震についても、

２０００（平成１２）年１２月には「宮城県沖地震の長期評価」（甲Ｂ５

４）を公表し、２００１（平成１３）年９月には、「南海トラフの地震

（東南海・南海地震）についての長期評価」（甲Ｂ５５）を公表してきた

（甲Ｂ５３ 今までに公表した活断層及び海溝型地震の長期評価結果一

覧）。 

それらに次ぐ形で、２００２（平成１４）年７月３１日、「三陸沖から

房総沖にかけての地震活動の長期評価について」（原告らは、多数の長期

評価の内、特にこの知見を「長期評価」と呼称している。）が公表され

た。 

「長期評価」は、過去に大地震が多く発生していることが知られている

日本海溝沿いの地域のうち、三陸沖から房総沖までの領域を対象とし、同

領域における過去の地震についての調査研究に基づき、長期的な観点で地

震発生の可能性、震源域の形態等を評価してとりまとめられたものであ

る。 



12 

 

２ 地震調査研究推進本部「長期評価」が有する意義 

「長期評価」を策定した長期評価部会・海溝型分科会は、島崎邦彦氏、

阿部勝征氏、佐竹健治氏、都司嘉宣氏など当時の地震・津波の第一線の研

究者らによって構成されており、同部会が地震・津波学における最新の知

見を踏まえた上で、充実した議論を経て結論に達したものが「長期評価」

である。 

   ここで重要なことは、「長期評価」は、被告国の公的な機関である地震

調査委員会の長期評価部会（さらには海溝型分科会）に招集された第一線

の地震学者が、過去の地震の評価と将来の地震の予測について最大公約数

的な見解を確定し、明らかにしたものだという点である。この点、上記島

崎氏は、以下のように証言した。 

「問 今回のお話しで、長期評価では参加された地震学者の最大公約数

として意見がとりまとめられたと、そういうお話があったと思うんで

すが、この長期評価作成以前に、そういう地震学者の皆さんの一定の

コンセンサスが得られた見解というのは、何かあったんでしょう

か。」 

「地震調査委員会は１９９５年の阪神・淡路大震災の後に作られたんで

すね。それは国の公的機関なわけです、当時の総理府の下にあったわ

けですから。そこで初めて地震学者が集まって公的に情報を発表する

ことができるようになっ（た）･･･（中略）･･･その前は個人がいろい

ろなことをやっている。それでは駄目ではないかというので、地震本

部が作られたわけです。」（以上につき、甲Ｂ４８の２・７９頁） 

このように、「長期評価」は地震調査委員会・長期評価部会に招集され

た地震・津波の専門家の見解の最大公約数として過去と将来の地震につい

ての見解をとりまとめたものであり、地震の専門家の個人的な見解とは比

べられない公的性格と重要性を持つものである（同様の趣旨の記載として

阿部勝征氏の１９９７（平成９）年の著作における記述も、上記島崎証言
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を裏付けている（甲Ｂ５１・２２５頁）。 

「これまで研究者の発表した地震情報は、防災面で重要な役割を果たし

たものもありましたが、ともすれば『言いっ放し』にならざるを得な

いこともありました。今後は、地震調査研究推進本部の広報する情報

は、行政的にも地震防災に生かされていくことになります。」 

そして地震本部の策定する「長期評価」等の知見は、それが部分的にで

も明らかになれば、可能な範囲で地域防災対策に活用してゆくべきことが

当然に予定されていたのである（甲Ｂ５２、１９９９〔平成１１〕年「地

震調査研究の推進について」・２頁、７頁）。 

３ 専門家の統一的見解ではないという理由で「長期評価」の無視を正当化す

る被告国の主張の誤り 

 １９９５（平成７）年の阪神淡路大震災の甚大な犠牲の反省に立って、

個々の専門家の「言いっ放し」の状態を脱し、専門家の集団的な議論を経

た最大公約数的な国としての評価を示し、すみやかに防災に活かすために

作られたのが地震本部であり、長期評価部会・海溝型分科会であった。 

これに対し、被告国は、地震本部の長期評価部会での最大公約数の見解

が「長期評価」として公的に示されたとしても、専門家の「統一的見解」

とはいえないとの理由から、無視して構わないと主張するかも知れない。 

  しかしながら、過去の一つの地震の評価を巡っても地震学者の間では見

解はしばしば分かれうるのであって、「統一的見解」、つまり全ての専門家

が賛同する見解には容易に到達しないのが通常である。もし被告国の主張

するように、地震・津波の防災に活かすべき知見の条件として、「地震学

者の間での統一的見解であること」を求めるとすれば、それは一人でも専

門家の異論があればその知見は防災上無視して良いというに等しい。結果

的には、公的機関に招集された専門家による最大公約数的な地震評価を防

災対策に活かすことを否定し、阪神淡路大震災以前の、個々の学者の「言

いっ放し」（阿部勝征氏）の状態に退行せよ、というに等しい。 
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島崎証人が 

「地震学会（での見解の統一）なんて言われても、それは無理です」 

「統一される場はありません。統一したのは長期評価です」 

と述べた（甲Ｂ４８の２・３６頁。丸括弧内は引用者。）のは、地震本部

の制度趣旨を踏まえた当然の証言であって、「専門家の統一見解の有無」

を議論する被告国の主張の誤りは明らかである。 

 ４ 小括 

被告国は、「長期評価」の見解について、これと整合しない見解や異を唱

える見解も複数存在した旨主張する。 

しかし、そもそも地震調査研究推進本部は、防災のために設置された被告

国の組織であり、その地震本部が策定・公表した「長期評価」は、防災を目

的とした被告国の公的見解であって、第一線の研究者らの意見をとりまと

めた最大公約数的見解である。個々の専門家が発表した地震や津波につい

ての「論文」や学会での「報告」類とは目的、性質が異なり、それらと比較

するまでもなく極めて重要な知見ということができる。 

 

第４ 「長期評価」が示した結論は客観的かつ合理的根拠を有すること 

 １ 「長期評価」が示した結論の要点 

   地震調査委員会長期評価部会の海溝型分科会では、第７回（２００１

〔平成１３〕年１０月２９日）から第１３回（２００２〔平成１４〕年６

月１８日）にかけて、三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価に

ついて検討した（甲Ｂ５６の１～６）。 

   その結果、過去に１８９６年の明治三陸地震、１６１１年の慶長三陸地

震、１６７７年の延宝房総沖地震という、３つの津波地震が発生したこ

と、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの地域のどこかで津波地震が発生す

る確率は今後３０年間で２０％であると結論付けた。 

海溝型分科会の議論メモ（甲Ｂ５６の１～６）から、過去の個々の地震
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の評価や、将来の地震を長期評価する際の領域分けについて、具体的な議

論が繰り返し行われたことが確認できる。 

都司氏は、海溝型分科会での議論について、以下のように証言する。 

「各先生の専門性の強さと、見解というのは先生同士少しずつ違うとこ

ろがあって、結構論争活発、…（中略）…かなり白熱した議論が始ま

って、しかしながら最後にこういうふうな文章にまとめられるときに

は、そこにいらっしゃる先生方全ての合意として、最大公約数という

んですか、そういう文章が作られると、毎回そのような議論で進んで

おりました」（甲Ｂ４７の１・１０４項） 

   このような、海溝型分科会における第一線の研究者らによる充実した議

論を経て、「長期評価」が「津波地震」についてどのような結論に達した

のかを、以下順に確認する。 

 ２ ３つの「津波地震」が発生したことについて 

（１）「長期評価」における「津波地震」の定義 

「長期評価」は、「津波地震」を「断層が通常よりゆっくりとずれて、

人が感じる揺れが小さくても、発生する津波の規模が大きくなる地震のこ

とである。この報告書では、Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以上大きい

（阿部、１９９８参照）か、津波による顕著な災害が記録されているにも

係わらず顕著な震害が記録されていないものについて津波地震として扱う

ことにした」と定義している（甲Ｂ１０、３頁の注２）。 

これは、前述の金森らの知見を踏まえた上で、観測数値に基づき区別可

能な基準（阿部）と、観測数値が明らかではない歴史地震からも津波地震

を評価しうる基準を総合した定義である（甲Ｂ４７の１・１２１～１４３

項）。 

（２）１８９６年明治三陸地震について 

１８９６年に発生した明治三陸地震は、陸上の揺れ自体は気象庁震度２

～３に過ぎず震害は皆無であったが、一方で、三陸沿岸各地で２万２００
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０人もの犠牲者を出し、「津波地震」という専門用語を生み出す大もとに

なった地震である。 

明治三陸地震は、津波地震あるいは低周波地震であること（甲Ｂ５０ 

１９９８年渡辺偉夫「日本被害津波総覧（第２版）」１０１頁）、日本海溝

寄りに波源があること（１９９６年谷岡・佐竹、甲Ｂ１０、「長期評価」

図７、甲Ｂ５０・渡辺１０４頁図（下記））が明らかになっており、「長期

評価」もこれらの知見を踏まえて明治三陸地震を「津波地震」であると結

論している（甲Ｂ４７の１・１４５～１５７項）。 

 

 

（３）１６７７年延宝房総沖地震について 

ア 海溝寄りの津波地震であるとの結論にいたった経緯 

１６７７年に房総沖で起こった地震は、信頼できる歴史資料により、小

さな揺れであり震害はなかったが（「萬覚書写」等）、一方で、房総半島を

中心に、北は宮城県仙台市近くの岩沼まで、津波による犠牲者が多数に上
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ったことが明らかになっている（「玉露叢」、「玄蕃先代集乾」等）。 

特に、江戸時代の公式記録である「玉露叢」で、「奥州岩沼領に津波上

る。民屋（みんおく）４９０軒余流家、人馬１５０人溺死、うち馬２７匹

（つまり溺死１２３人）なり。以上、田村右京大夫領知なり」とされてい

ることは、この地震による津波が極めて広範囲に及んだことを示すもので

あり重要である（甲Ｂ４７の１・１７５～１７７項）。 

海溝型分科会の議論では、延宝房総沖地震は日本海溝近くではなく、も

っと陸寄りで起こったのではないかという石橋克彦氏の説（１９８６〔昭

和６１〕年に論文がある。）についても検討している。これに対しては、

「津波の被害が岩沼にでているから、宮城県に及んでいるのは確か」（甲

Ｂ５６の３、第１０回分科会）、「津波の範囲は結構広い。だからあまり陸

地に近いと思うのは不自然」（甲Ｂ５６の５、第１２回分科会）との意見

が出され、議論の結果、日本海溝寄りの津波地震であるとの結論に至った

（以上、甲Ｂ４７の１・１５８～１８３項）。 

イ 被告国の主張への反論 

被告国は、石橋克彦氏が２００３（平成１５）年の論文（乙Ｂ１４）

で、１６７７年の延宝房総沖地震が海溝寄りであるとの地震本部の見解に

疑問を呈していること等を挙げて、「長期評価」の見解に異を唱える見解

が存在したと主張する（被告国第７準備書面８０頁）。 

しかし。これに関し、島崎氏は、以下のとおり証言している。 

「石橋論文、これは２００３年のものですけれども、内容は１９８６年

に石橋先生が発表した論文と同じです。長期評価の議論の中でこの８

６年の論文について議論をしておりますので、いわば長期評価の中に

織り込み済みのものです」（甲Ｂ４８の１・２４頁） 

さらに、都司証人は、海溝型分科会での議論において石橋氏の見解がど

のように評価されたかについて、以下のとおり証言している。 

「大部分の人は承認しませんでした」 



18 

 

「全体として統一見解をまとめるという場で、やはりローカルな石橋説

というのは成り立たないだろうというのが、聞いた途端、皆さんそう

いう考えでしたと今では記憶していますね」（以上につき、甲Ｂ４７

の２・１８９、１９５項など） 

海溝型分科会の議論メモを見ても、津波の被害の記録が八丈島から宮城

県岩沼まで広がっており陸寄りの地震であるとの石橋説は成り立たないと

いう、歴史資料上の根拠を伴った発言（甲Ｂ５６の２・第９回５頁、甲Ｂ

５６の３・第１０回６頁。これらは都司証人による発言である。）に対し

て、具体的な反論・反証が示された様子は伺えない。 

より重要なことは、異論があったことではなく、海溝型分科会で異論が

取り上げられ、検討されたうえで根拠をもって退けられ、１６７７年の延

宝房総沖地震が日本海溝寄りの「津波地震」であるとの結論に達したこと

である。第一線の研究者が石橋氏の異論も含めて検討と議論を尽くし、最

大公約数的な結論として海溝寄りの津波地震であると評価したのである。 

なお、１６７７年延宝房総沖地震については、被告国が津波に関する唯

一の知見と主張する「津波評価技術」においても、津波地震とされている

ところである（乙Ｂ６の３「付属編」２－３０頁。なお、下図は、「長期

評価」および「津波評価技術」で引用されている１９７５羽鳥による図。

仙台近くの岩沼での被害と推定津波高さが記載され、波源域が日本海溝寄

りに設定されている。）。 
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図 22  1677 年 11 月 4 日延宝房総沖地震の津波の高さ(羽鳥,1975a) 

  

ウ 津波地震であるとの評価の妥当性がより明らかになったこと 

   １６７７年の延宝房総沖地震の津波被害が、福島県沖からさらに宮城県

の岩沼まで及んだという歴史資料の確かさについては、「長期評価」後も

都司氏らによる研究成果でより明らかとなった（甲Ｂ５７ 都司・佐竹・

今村ら、甲Ｂ５８ 都司・今村他、甲Ｂ４７の２・１７８～１８０項、

「藩史大辞典」）。波源の位置を陸寄りに想定するとこのような広範な津波

被害の範囲を説明できず、石橋氏の見解を採りえないことは、「長期評

価」策定後、より明らかになったといえる。    
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（４）１６１１年慶長三陸地震について 

ア 海溝寄りの「津波地震」であるとの結論にいたった経緯 

１６１１年の慶長三陸地震は、信頼できる記録（「言緒卿記」、「伊達治

家記録」等）から午前８時～１０時頃に体感できる地震が発生しているこ

と、地震による死者についての記録はないこと、津波の到達時刻は、現在

の岩手県の宮古で午後２時頃であること（「宮古由来記」）が判明している

（甲Ｂ４７の１・１８５～１８８項）。 

津波の高さについては、岩手県の田老、山田町で明治三陸地震の津波よ

り高かったとされている（甲Ｂ８・１０頁）。また、津波の被害の及んだ

範囲については、三陸地方を中心に、南は現在の福島県相馬まで犠牲者を

生んでいる（伊達藩公式記録「譜牒余禄」、および「ビスカイノ金銀島探

検報告」）。人口が希薄な江戸時代初期で、しかも、午後２時という比較的

助かりやすい時間帯であったのに、犠牲者が各地で多数に上り、家屋の破

壊も甚大であることから、高さにおいても範囲においても明治三陸地震を

上回る規模の大津波だったといえる（甲Ｂ４７の１・１８９～１９６

項）。 

これらの歴史記録を踏まえた上で、海溝型分科会は、１６１１年慶長三

陸地震の震源域について、相田勇氏の断層モデル（１９７７年、甲Ｂ２４

２・５３頁）により、三陸沖の日本海溝付近であるとした（甲Ｂ４７の

１・１９７、１９８項、下図は「長期評価」（甲Ｂ１０）図１６に示され

た１６１１年慶長三陸地震の波源域（１９７５年・羽鳥））。 
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図 16 1611 年 12 月 2 日の慶長三陸地震の津波波高分布と震度分布(羽鳥,1975b) 

 

イ 被告国の主張に対する反論 

被告国は、都司氏が２００３（平成１５）年の論文（乙Ｂ１３）で、１

６１１年の慶長三陸津波は「地震によって誘発された大規模な海底地滑り

である可能性が高い」と述べていること等を挙げて、都司氏の見解は「長

期評価」における津波地震の定義に反するなどと主張する（被告国第５準

備書面４６頁）。 
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しかし、すでに本準備書面でも確認したとおり、「長期評価」は「津波

地震」を、「断層が通常よりゆっくりとずれて、人が感じる揺れが小さく

ても、発生する津波の規模が大きくなる地震のことである。この報告書で

は、Ｍｔの値がＭの値に比べ０．５以上大きい（阿部、１９８８参照）

か、津波による顕著な災害が記録されているにも係わらず顕著な震害が記

録されていないものについて津波地震として扱うことにした」と定義して

いる（甲Ｂ１０、２頁の注２）。「長期評価」は近代的観測以前の歴史地震

をも念頭に入れて、「津波による顕著な災害が記録されているにも係わら

ず顕著な震害が記録されていないもの」という部分を定義に含ませてお

り、その際、津波地震の意義について、特定の原因やメカニズム（例えば

海底地すべりかどうか）を前提としていない。 

したがって、都司氏のこの説と「長期評価」における「津波地震」の定

義は矛盾せず、この点でも被告国の主張は誤りである（甲Ｂ４７の１・２

０２項、甲Ｂ４８の１・２３頁、甲Ｂ４８の２・６１頁）。 

ウ 日本海溝等専門調査会も慶長三陸地震の震源を日本海溝寄りとしている

こと 

なお、「長期評価」公表後の、２００６（平成１８）年には、中央防災

会議・日本海溝等専門調査会報告が公表された（乙Ｂ１１）。 

同報告においても、「明治三陸地震の領域」として「明治三陸地震（Ｍ

８．５）は、１８９６年に三陸沖の海溝寄りで発生した。この地震は地震

の規模のわりに揺れは小さく、巨大な津波が発生した、いわゆる“津波地

震”である。」とした上で、さらに「１６１１年慶長三陸地震は、明治三

陸地震の震源域を含んだ領域で発生したものと推定されることから、明治

三陸地震の震源域の領域はこのタイプの津波地震（以下、「明治三陸タイ

プの地震」という。）が繰り返し発生する領域と考えられる。」としてお

り、１６１１年慶長三陸地震の震源が三陸沖の日本海溝寄りの領域である

ことが再確認されている。 
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（５）まとめ 

   このように、「長期評価」は、十分な検討と資料に基づき、３つの津波

地震が発生したと結論付けており、その内容は極めて合理的である。 

 ３ 日本海溝寄りを一体とした「長期評価」の領域区分が妥当であること 

（１）「長期評価」で採用された領域区分 

海溝型分科会では、前述した３つの「津波地震」について議論を積み重

ねる中で、三陸沖から房総沖まで日本海溝寄りを一つの領域として区分す

ることが提案された。 

そして、この領域内のどこかで明治三陸地震と同様の津波地震が起こる

可能性があるとする結論が支持されていった。 

   「津波地震」は震害が少ないのに高い津波による多大な犠牲を生むとい

う点で、地震学的に他の地震とは明確に区別され、防災対策上も重要な地

震である。よって、津波地震の発生を根拠に、日本海溝寄りを一つの領域

として区分することは、議論の流れとしてごく自然である。 

（２）海溝寄りを陸寄りと区別しひとつの領域とした根拠 

海溝型分科会は、日本海溝寄りを陸寄りと区別してひとつの領域とする

にあたり、上述の３つの津波地震の存在に加え、プレート境界の構造につ

いて検討を加えている。 

ア 微小地震等に基づくプレート境界面の確定 

プレート境界の構造について論じるためには、前提として、陸側の北米

プレートと沈み込む太平洋プレートとの境界面の形状を推定する必要があ

る。 

「長期評価」では、太平洋プレートの沈み込みに関連して発生する微小

地震の震源分布等の知見に依拠して、「図３ 微小地震の震源分布等に基

づくプレート境界面の推定等深線図」を作成している。 

以下、「長期評価」本文より引用する（甲Ｂ１０・１７頁）。 

「地震の発生位置及び震源域の評価作業に当っては、過去の震源モデル
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を参照し、微小地震等に基づくプレート境界面の推定に関する調査研

究成果及び当該地域の速度構造についての調査研究成果を参照して、

三陸沖北部から房総沖にかけての領域について推定した。」 

「プレート境界の形状については、バックスリップの解析に用いた伊藤

他(1999)、Ito et al.（2000）、西村他(1999)、Nishimura et al.

（2000）による等深線を元に、Umino et al.(1995)、海野他(1995)、

Kosuga et al.(1996)等を参照し、宮城県沖付近については、三浦

(2001a、b)、Miura et al.(2001、2002)の海底下構造調査の解析結

果、茨城県沖から南側については、Ishida(1992)、Noguchi(2002)を

参照し、気象庁震源の断面図(図４－１、２)も参考にして、図３のよ

うに作成した」 

さらに、都司氏は、プレート境界の各断面図を確認しながら、以下のと

おり証言した。 

「日本海溝の位置から２つめのアスタリスクの所までというのは、ほと

んど微小な地震が起きておりません。この間というのは、応力が殆ど

蓄積されずに微小地震すら起きていないわけですね。で、２番目のア

スタリスクから沈み込む角度が大きくなりまして、そこで非常にたく

さんの微小地震の震源が並んでいることが分かります。ここでは、応

力が蓄積されていて、微小地震も普段から非常によく起きている場所

であると言うことが分かります」（甲Ｂ４７の１・３６項） 

「北から南までほとんどこの構造は変わりません。この日本海溝からお

よそ７０キロの範囲の中では、ほとんど微小地震は起きておりませ

ん。」（甲Ｂ４７の１・３７項） 

プレート境界の日本海溝寄りは普段微小地震がほとんど起きず、しか

し、地震の揺れに比して巨大な津波を生み出す「津波地震」が発生する領

域として、プレート境界の陸寄りとは明確に区別される、というのが都司

証言の趣旨である。 
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これに対して、佐竹氏はその主尋問において、長期評価の図４－２の平

面図（甲Ｂ１０・図４－１および４－２、乙Ｂ５２・２０～２１頁）をも

とに、海溝軸付近の地震の数は青森県沖（Ｄ）から岩手県沖（Ｅ）ではそ

れより南部の宮城県沖（Ｆ）や福島県沖（Ｇ）より多く、南北で異なると

証言している。 

しかし、反対尋問でも確認されたとおり、そもそも佐竹氏自身、「長期

評価」発表後間もない２００３（平成１５）年の論文では、下記のように

述べている（乙Ｂ５３・７頁、甲Ｂ５９谷岡・佐竹「津波地震のメカニズ

ム」３４９頁左段参照）。 

「１９９０年代までの研究から津波地震は海溝軸近傍のプレート境界で

発生していることが分かった。しかし海溝近傍のプレート境界は非地

震域と呼ばれ、微小地震は殆ど発生していない。例えば三陸沖では日

本海溝軸の陸側３０ｋｍまでのプレート境界は非地震域で、海底地震

観測でも微小地震はほとんど捕らえられていない」 

「ではどうして津波地震が海溝軸付近のプレート境界で発生しているの

だろうか」 

このように、佐竹氏自身がその論文の中で、三陸沖の海溝軸近くのプレ

ート境界ではほとんど微小地震は発生していないという客観的事実を前提

として確認した上で、ではなぜ津波地震が発生するのかと問いを立ててい

る。この論文では、海溝寄りプレート境界面での微小地震の少なさという

事実を正しく指摘しており、先に引用した都司氏と同様の認識に立ってい

ることが明らかである。佐竹氏自身の論文の内容とも相矛盾する主尋問で

の証言内容は、反対尋問において事実上撤回されたに等しい。 

佐竹氏の証言に基づき、微小地震の発生の多少において日本海溝寄りの

北部と南部では異なると描き出そうとした被告国の意図は失敗に終わっ

た。 
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イ プレート境界の構造についての海溝型分科会での議論 

第１２回海溝型分科会では、海溝寄りと陸寄りを区別する境界線をどこ

に置くかが検討されている。すなわち「長期評価」（甲Ｂ１０）の「図

５」について、 

「黄色い線がある。これは波源域の東側を通って津波地震と言われるも

のはこの黄色い線の右側にある、というふうに解釈できないか？」、 

「太平洋プレートの沈み込み角度が変わる屈曲点が、ちょうどこの線の

あたりにありそうだ。（以下略）」、 

「気象庁のＭ６クラス以上の地震の破壊の開始点を見るとかなり線上に

並んでいる部分が、この境目のラインである。それ以上大きな地震は

もっと海溝寄りに起こったりもっと深いところで開始する」、 

等の議論が交わされている（甲Ｂ５６の５、第１２回議論メモ６頁）。陸

側の北米プレートの下に沈み込む太平洋プレートの、沈み込む角度（傾斜

角）がどこで変化するか、このような議論を経た上で、「長期評価」は、

「海溝沿いの領域については、この領域で過去に発生した１８９６年の明

治三陸地震、１９３３年の三陸地震の震源モデル（Tanioka & Satake、 

1996、Kanamori、 1971a、1972 等）の幅と傾斜角から、海溝軸から約

70km 程度西側のところまでとした」（甲Ｂ１０・１７頁）。 

この点、佐竹氏はその主尋問において、「プレート境界の形状あるいは

地形などについては、そもそも議論をしておりませんでした」と証言する

（乙Ｂ５１・２７頁）。しかし、上記に引用した議論メモから確認できる

ように、海溝型分科会ではプレートの沈み込み角度（傾斜角）の変化につ

いて議論しているのであるから、形状あるいは地形について全く議論して

いないかのように述べる同証言は、事実に反している。 

なお佐竹証人は、上記議論メモに基づく原告側の反対尋問に対しては、

以下のように証言している。 

「問 こういう領域分けを行う際に、海溝型分科会で議論がされたと思
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うんですが、陸寄りと日本海溝寄りを区分する議論の中で、プレート

境界の地形や形状についても若干は議論をしていたんじゃないです

か。」 

「深いほうと浅い方を分けるときには、プレートの深さが関連していま

すので、はい。」 

「問 屈曲点がどの辺にありそうだとか、そういう議論を第１２回分科

会でした御記憶はありますか。」 

「深いほうと浅いほうを分けるに関しては、屈曲点というのは断面での

屈曲点という意味でしょうか。」 

「問 そうですね。」 

「どこでどの深さで浅い所と深いところを分けるかという意味では、プ

レートの形状といいますか、断面ですね。そこでのプレートがどこで

曲がるかということはあったと思います」（以上につき、乙Ｂ５３・

６頁） 

これら一連の証言は、プレート境界の形状について「そもそも議論をし

ていない」という主尋問における誤った証言を、事実上撤回したものであ

る。 

海溝型分科会は、プレート境界の形状についても十分に議論をし、その

検討結果を踏まえた上で、海溝寄りと陸寄りの領域を分けるという結論に

達していることは明らかである。 

ウ 低周波地震についての海溝型分科会での議論 

 すでに主張したとおり、日本海溝の海溝軸付近では低周波地震が発生し

ており、その大きなものが津波地震であるとの知見が、「長期評価」策定

の時点で地震・津波の専門家に広く共有されていた（甲Ｂ４７の１・１２

１～１３１項、甲Ｂ４８の１・９頁）。 

 低周波地震が日本海溝寄りのプレート境界に南北にわたり集中している

ことを実証的に明らかにした深尾・神定論文（甲Ｂ４６の１、２）そのも
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のは、「長期評価」に引用ないし参考文献としてあげられていない。しか

し、低周波地震と津波地震についての従来の知見を集約した専門書（１９

９８年、渡辺偉夫「日本被害津波総覧（第２版）」甲Ｂ５０）は「長期評

価」の中でも引用されている。 

   低周波地震・超低周波地震が起こる場所は日本海溝寄りのプレート境界

に集中しており、同じプレート境界の陸寄りにはほとんど見られない。低

周波地震の発生の有無という点でも、日本海溝寄りと陸寄りは明確に区別

されるのである。 

   この点、佐竹氏はその主尋問において、「長期評価」策定の海溝型分科

会では深尾・神定論文の図は直接取り上げられて議論はされていないと述

べ、さらに低周波地震・超低周波地震は日本海溝寄りの北側で多く南側で

少ないと証言している（乙Ｂ５１・２８～２９頁）。 

   しかし、第１に、日本海溝寄りに低周波地震が集中しており、その大き

なものが津波地震であるという知見は、海溝型分科会に集まった専門家の

間であらかじめ共有されており、いちいち深尾・神定論文を引用するまで

もなく、議論における当然の前提・背景となっていた。島崎氏は主尋問で

以下のように証言している。 

「問 この低周波地震は、津波地震と何か関係があるのですか。」 

  「低周波地震を子供に例えると津波地震は親になります。低周波地震を極

端に大きくしたものが津波地震です。」 

「問 この深尾・神定論文は、長期評価部会の海溝型地震分科会における

議論の材料となったのですか。」 

「日本海溝沿いに津波地震が発生するという考えの基礎になった、背景と

なった論文だと思います。」 

「問 直接この論文が議論に使われたということはあるんでしょうか。 

「この論文は比較的古い文献でしたので、それより新しい専門書などが直

接には議論で引用されています。背景と申し上げたのはそういう意味で
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す。また、この図を直接テーブルの上に出して議論するということはあ

りませんでした。」 

「問 この長期評価の引用文献リストには深尾・神定論文が挙げられてい

ないのですが、それは今おっしゃった理由によるものですか。」 

「はい。」（以上につき、甲Ｂ４８の１・１５頁） 

上記引用の島崎氏の証言どおり、第１２回海溝型分科会では、低周波地

震の巨大なものが津波地震であることを当然の共通認識として、１９５３

（昭和２８）年に房総沖で発生した地震を「津波地震」に含めるどうかに

ついて、突っ込んだ議論がなされている（甲Ｂ５６の５、４頁）。 

 第２に、低周波地震が日本海溝寄りの南北を問わず発生していることに

ついては、被告らが本訴訟において「長期評価」策定後の有力な異論とし

て引用する２００３（平成１５）年の松澤・内田「地震観測から見た東北

地方太平洋下における津波地震発生の可能性」（乙Ｂ１２）においても指

摘されている。 

佐竹氏の反対尋問においても明らかになったとおり（乙Ｂ５３・８～９

頁）、同論文は、前述の深尾・神定論文を参考文献として挙げつつ、以下

のように述べている。 

「実際、海溝軸近傍で低周波の地震が発生することはよく知られてお

り、日本海溝沿いにおいても同様の特徴が知られている」（乙Ｂ１

２・３７０頁） 

さらに、松澤・内田論文は以下のように述べている。 

「河野による解析では、低周波地震は三陸沖と福島・茨城県沖に多く、

宮城県沖には少ない」 

「この河野の求めた低周波地震が多い領域と図２で示した繰り返し地震

の発生率が高い領域はよく対応しており、前述の仮説が正しければ、

福島県沖～茨城県沖にかけての領域においても大規模な低周波地震が

発生する可能性がある」（以上につき、乙Ｂ１２・３７３頁） 



30 

 

同論文は沈み込むプレートの形状に着目して、日本海溝寄りの南北で津

波地震の起こり方には違いがあるのではないかという仮説を提唱してはい

るが、低周波地震の起こり方については、北（三陸沖）だけでなく南（福

島県沖から茨城沖）でも多いとしており、南でも「大規模な低周波地震」

すなわち「津波地震」が発生する可能性があると認めているのである。 

被告国は、同論文を「長期評価」後の有力な異論として挙げる一方で、

同論文が指摘する被告らに不利な知見（低周波地震は日本海溝寄りの南で

も多く発生している）については否定しようとしているのであって、ご都

合主義というほかない。 

エ 日本海溝寄りにおける微小地震や低周波地震の起こり方には、陸寄りと

区別される共通性があるとされたこと 

これまでの議論をまとめると、以下のとおりである。 

①日本海溝付近のプレート境界は、陸寄りのプレート境界と異なり微

小地震が殆ど発生していない非地震域である。 

②低周波地震・超低周波地震（津波地震はその大規模なものである）

は、プレート境界の陸寄りでは見られず日本海溝付近で発生してい

る。 

③以上の点で日本海溝寄りにおける微小地震や低周波地震の起こり方

には、陸寄りと区別される共通性がある。 

「長期評価」は、これらの知見をも踏まえて、三陸沖北部から房総沖に

かけての日本海溝寄り全体を、陸寄りと区別して一つの領域にまとめたの

であり、その領域分けは地震学的な事実を踏まえた至極妥当なものであっ

た。 

（３）まとめ 

以上の検討に基づき、「長期評価」は、プレート境界の日本海溝寄りを

陸寄りと区別される一つの領域として定めた。 

このような領域分けは「長期評価」において初めて示されたが、その



31 

 

後、２００４（平成１６）年および２００８（平成２０）年における土木

学会のアンケート（甲Ｂ６０の３）、２００６年の「確率論的津波ハザー

ド解析の方法（案）」（いわゆるマイアミ論文、乙Ｂ６９の１、２）、２０

０９（平成２１）年の長期評価（改訂）等において広く受け入れられ、地

震学者の間において、日本海溝沿いの地震の発生について検討する際の領

域分けについての標準的なとらえ方として広く定着していった。 

佐竹氏が反対尋問で証言したとおり、１９８０年代から９０年代までは

地震地体構造論による区分けが主流であったが、その後、津波地震が海溝

軸付近の浅い所で起こり、普通のプレート間地震は深いところで起きると

いう知見が確立していった（乙Ｂ５３・４１頁）。「長期評価」における領

域区分は、地震学におけるこうした最新の知見を反映した、合理的な区分

けであった。 

 ４ 小括～海溝寄り領域での津波地震に関する「長期評価」の結論 

以上のとおり、（２）で詳述した３つの「津波地震」、（３）で詳述した

日本海溝寄りを陸寄りと区別した領域分けを下に、「長期評価」は、日本

海溝寄りの領域における過去の地震について、以下のように結論づけてい

る。 

「日本海溝付近のプレート間で発生したＭ８クラスの地震は１７世紀以

降では、１６１１年の三陸沖、１６７７年１１月の房総沖、明治三陸

地震と称される１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）が知られてお

り、津波等により大きな被害をもたらした。よって、三陸沖北部～房

総沖全体では同様の地震が約４００年に３回発生しているとすると、

１３３年に１回程度、Ｍ８クラスの地震が起こったと考えられる。こ

れらの地震は、同じ場所で繰り返し発生しているとは言いがたいた

め、固有地震としては扱わなかった。」（甲Ｂ１０・３頁） 

   「過去の同様の地震の発生例は少なく、このタイプの地震が特定の三陸

沖にのみ発生する固有地震であるとは断定できない。そこで、同じ構
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造をもつプレート境界の海溝付近に、同様に発生する可能性があると

し、場所は特定できないとした」（甲Ｂ１０・１９頁） 

さらに「長期評価」は、日本海溝寄りの領域における将来の地震の評価

について、以下のように結論付けている。 

「（２）三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地

震） 

Ｍ８クラスのプレート間の大地震は、過去４００年間に３回発生し

ていることから、この領域全体では約１３３年に１回の割合でこのよ

うな大地震が発生すると推定される。ポアソン過程により（発生確率

等は表４－２に示す）、今後３０年以内の発生確率は２０％程度、今

後５０年以内の発生確率は３０％程度と推定される。」（甲Ｂ１０・５

頁） 

これらの結論は、島崎氏・都司氏・佐竹氏を含め、海溝型分科会に集ま

った第一線の地震・津波の専門家による充実した議論を経て、最大公約数

的な結論として示されたものである。そして、１８９６年の明治三陸、１

６１１年の慶長三陸、１６７７年の延宝房総沖のそれぞれの地震について

「一個一個相当な議論をして」（乙４７の２・１９６項）津波地震である

と結論づけたこと、３つの津波地震に加えプレート境界の地形や形状につ

いても議論をした上で日本海溝寄りを一つの領域としてまとめたことは、

これまで述べたところから明らかである。 

以上のとおり、「長期評価」が示した結論は客観的かつ合理的根拠を有

する。 

 

第５ 「長期評価」の信頼度について 

１ はじめに 

 被告国は、「長期評価」の津波地震に関する評価において、発生領域と

発生確率に関して、信頼度が「やや低い」とされている結論だけを取り出



33 

 

して、原子力発電所の津波に対する安全対策において「長期評価」の見解

を踏まえないとしても、合理性を欠くとはいえないと主張している。 

   しかし、こうした被告国の主張は、信頼度に関する記載の一部分だけを

表面的に捉えているものであり、地震調査研究推進本部・地震調査委員会

が「長期評価」について、「発生領域」、「発生確率」及び「規模」に区分

して、津波地震の長期評価についての信頼度を慎重に検討し、それを公表

している趣旨を正解しないものと言わざるを得ない。 

   以下、地震調査委員会が、「長期評価」の信頼度を項目ごとに詳細に検

討して、その結果を公表している趣旨を整理する。 

 ２ 「発生領域」の信頼度が「Ｃ（やや低い）」の意味 

（１）「発生領域」の設定 

地震調査委員会は、プレートの沈み込みに伴う大地震（海溝型地震）の

発生領域の検討に際しては、①「想定地震の震源域をほぼ特定できる場

合」とともに、②「想定地震と同様な地震が発生すると考えらえる地域を

一つの領域として捉えられる場合」に区分して検討を行っている（乙Ｂ１

０・３頁）。 

そして、三陸沖北部については、１６７７年以降「長期評価」策定当時

までに４回の津波（最大の高さ約６メートル）が襲来したと推定される大

地震が発生したと考えられたとして、「想定地震の震源域をほぼ特定でき

る場合」と位置づけられた（甲Ｂ１０・１７頁「図２ 三陸沖北部の想定

震源域の位置」）。 

他方、三陸沖北部以外の三陸沖から房総沖にかけては、同一の震源域で

繰り返し発生している大地震がほとんど知られていないことを踏まえ、

「三陸沖北部から房総沖の海溝寄り」という領域については、震源域は特

定できないものの「想定地震と同様な地震が発生すると考えらえる地域を

一つの領域として捉えられる場合」（乙Ｂ１０・３頁・図２）として位置

づけられることとなった。 
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（２）「発生領域」の信頼度 

 長期評価においては、確かに、被告国が指摘するように、日本海溝寄り

の津波地震については、その「発生領域」に関する信頼度が「Ｃ＝（やや

低い）」とされている。 

しかし、このことは、日本海溝寄りの津波地震については、震源域が特

定できないとされたことから、想定地震が「当該領域内のどこで発生する

か」については精度良く予測することはできないとされたに留まるもので

ある。換言すれば、その領域内のどこかで地震が起こることは確実に分か

っているが、その領域内のどこで起きるかが分からないということであっ

て、その領域内で起こらないことを意味するものではない。 

この点につき、島崎氏は以下のように証言している。 

「問 この場合に、信頼度がＣとされたというのは、どういう意味なので

しょうか。」 

「これも回数で決まっていますので、４回以上がＢ、１ないし３回がＣ、

まだ起きてない場合がＤですので、３回ですから、Ｃということで

す。」「とにかくＣというと余り信頼度がないかのように思われるかもし

れませんけれども、この意味は、同じような地震が発生することが分か

っていて、それはこの領域の中で起こるということが確実に分かってい

るんですけれども、この領域の中のどこかということが詰め切れてない

という場合に当たるということです。ですから、発生しないだとか、発

生があやふやだとか、そういう意味ではありません。」 

「問 そうしますと、発生領域の信頼度がＣというのは、日本海溝沿いの

どこでも津波地震が発生し得るという可能性自体を否定するものなので

しょうか。」 

「いいえ、違います。どこで起こるか分からないということは、逆にどこ

でも起こり得るということですので、日本海溝沿いのどの地域も、津波

地震を考えて対策をすべきだということになります。」（以上につき、甲
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Ｂ４８の１・１８頁） 

３ 「発生確率」の信頼度が「Ｃ（やや低い）」の意味 

長期評価においては、日本海溝寄りの津波地震の発生に関して、その発

生確率に関しても、信頼度が「やや低い」とされている。 

これは、明治三陸地震の震源域の位置が南北については厳密に定まらな

いことによるものである。もし同地震の位置が厳密に確定されているな

ら、それより南側での津波地震の発生確率はより高くなるのであって、津

波地震が起きない、あるいは起きるかどうか曖昧であるということを意味

するものではない 

「長期評価」による推計によって得られた発生確率は、「三陸沖北部か

ら房総沖の海溝寄り」という領域全体では「今後３０年以内の発生確率は

２０％程度、今後５０年以内の発生確率は３０％程度」と推定され、特定

の海域（例えば福島県沖）を前提としても「今後３０年以内の発生確率は

６％程度、今後５０年以内の発生確率は９％程度」となっている。 

こうした予測確率をどのように評価するかについては、「長期評価」の

示す「発生確率」を利用する場面によって変わってくるものである。 

原子炉の運転に際しては、万が一にも深刻な災害を起さないという極め

て高い安全性が求められる（伊方原発訴訟最高裁判決など）ことを踏まえ

れば、上記の発生確率の推計について、信頼度が「やや低い」、すなわ

ち、発生確率がやや過大に推定されている可能性が排除されないとして

も、この発生確率を無視することは許されるものではない。 

   「発生確率」に関して、島崎氏は以下のように証言している。 

「問 Ⅽというのは、『想定地震と同様な地震は領域内で２～４回』、これ

に該当するということですか。 

「はい、そのとおりです。」 

「問 そうしますと、そのＣに該当するというのは、大きな津波地震が発

生するという予見自体を否定したり、あるいは信頼性を下げるというも
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のなのでしょうか。」 

「いえ、これはその発生の確率がある公表される値よりも大きくなる、あ

るいは小さくなるようなことがあるかどうかという意味です。今回の場

合、なぜＢＰＴではなくポアソン過程を使っているかといいますと、明治

三陸地震の震源域の位置が南北が定まらない、どこだか分からないという

ためです。」 

「もしもの話ですが、例えば明治三陸の発生位置がきっちり図示できるよ

うに分かっていたとします。もし分かっていたとすると、それより南の場

所は４００年間地震が起きてないわけですから、発生の可能性は高いわけ

です。ですから、確率は公表された値よりも高くなるということで、公表

されている値の確率がどのくらい動き得るかという目安がこのＣという信

頼度になっているわけです。動き得る可能性が大きいということになりま

すが、とにかくそういうことであって、地震が起きないだとか、起きるこ

とがあやふやだとかいうのではなくて、起きるときの確率の計算の値のあ

やふやさが出ているだけであります。ですから、もちろん起きると思って

ちゃんと対策をとる必要があります。」 

「問 発生確率の信頼度がＣだからといって、防災上の観点から無視して

いいとは言えないということでしょうか。」 

「無視するなんていうのはとんでもありません。これは、ちゃんと備えな

いといけないということです。」（以上につき、甲Ｂ４８の１・２１頁） 

４ 「規模」の信頼度が「Ａ」である意味 

（１）長期評価における規模の信頼度が高いとされていること 

 長期評価においては、日本海溝寄りの津波地震の発生に関して、発生す

る津波地震の規模に関する信頼度については、「Ａ：（信頼度が）高い」と

されている。 

すなわち「想定地震と同様な地震が３回以上発生しており、過去の地震

から想定規模を推定できる。地震データの数が比較的多く、規模の信頼性
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は高い」と評価されている（乙Ｂ１０・５頁）。 

これは、「三陸沖北部から房総沖の海溝寄り」の津波地震については、

前記のとおり、領域内のどこで発生するかという特定、及び発生確率にお

いては信用度がやや低いとされたものの、いったん発生した場合には、過

去の津波地震の例に準じた規模の津波地震となる可能性が高いということ

を意味する。 

これを、福島第一原子力発電所との関係で換言すれば、確かに、福島県

沖の日本海溝沿いで津波地震が発生することについての信頼度は「やや低

く」（発生領域）、かつ、その発生可能性については「長期評価」の推計し

た発生確率の信頼度も「やや低い」（発生確率が推計を下回る可能性があ

る）ものの、いったん、発生した場合には、過去の明治三陸、延宝房総

沖、及び慶長三陸の各津波地震と同様の規模の津波地震となり、同様の被

害をこうむる可能性が高いということを意味するものである。 

そして、日本海溝沿いの津波地震による津波の規模とそれによる被害に

ついては、「長期評価」（甲Ｂ１０・２０頁）において、次のとおり整理さ

れている。 

（２）慶長三陸沖津波による被害 

 「１６１１年１２月２日に地震があった。三陸地方で強震。震害は軽

く、津波による被害が大きかった。伊達政宗領内で死１，７８３人、南

部・津軽で人馬死３，０００余という。北海道東部にも津波押し寄せ溺死

者が多かった。津波の波源は昭和８年の三陸地震の波源とほぼ一致する

（宇佐美,１９９６）。山田・大槌でｅ（震度２～３）、無感の所もあり、地

震動は非常に小さい（渡辺,１９９８）。津波の高さは、岩手県田老や小谷

鳥で１５～２０m に達している（羽鳥,１９７５）。・・・都司（１９９

４）、都司・上田（１９９５）及び渡辺（１９９７）によれば、史料の検

討から地震動を感じてから津波の到来までの時間は４～６時間程度と推定

され、大きな地震動をもたらした地震と津波をもたらした地震は別の地震
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としている。」 

（３）延宝房総沖津波による被害 

「１６７７年１１月４日に地震があった。磐城から房総にかけて津波 

襲来。小名浜・中作・薄磯・四倉などで家流倒約５５０（あるいは４８

７）軒、死・不明１３０余（あるいは１８９）。水戸領内でも溺死２４６

余などの被害あり。八丈島や尾張も津波に襲われたという。確かな地震記

事は房総と江戸に限られる。陸に近いＭ６クラスの地震という説もある

（宇佐美,１９９６）。銚子、一宮および江戸で弱い揺れ（ｅ：震度２～

３）があった程度。平藩の原史料には地震のことはまったく書かれていな

い。被害記事に「潰家」や「倒家」とあるが、これらは津波によるもの。

したがって、明らかに津波地震である（渡辺,１９９８）。津波の高さは、

外房沿岸で４～８メートルに達したと考えられ、津波の最も激しかった地

域のようである（羽鳥,１９７５ａ）。」 

（４）明治三陸沖地震・津波による被害 

「１８９６年６月１５日に地震があった。震害はなく、地震後約３５分

で津波が三陸沿岸に来襲した。津波来襲直前に鳴響のあったところが多

く、第２波が最大だった。波高が最も高かったのは岩手県綾里村（３８．

２メートル）で、被害の大きかった山田町では、戸数８００のうち１００

戸ばかりが残り死者１０００人を算した。津波は襟裳岬で高さ約４メート

ル、室蘭・函館で溢水があり、父島で波の高さ約１メートル。ハワイでは

全振幅は２．５～９メートルで多少の被害があった。この地震は地震の規

模に比べて津波が大きく、かつ海水の干退が比較的小さかったのが特徴で

ある（宇佐美,１９９６）。津波の波源域を断層モデルから推定すると、日

本海溝沿いに長さ２００～２２０km、幅５０～７０km となる。検潮記録

による津波の最大全振幅は鮎川２１５cm、花咲９４cm、銚子７６cm であ

る（渡辺,１９９８）。」  

（５）福島県沖の日本海溝沿いで発生した場合の影響 
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 いったん福島県沖の日本海溝沿いで津波地震が発生した場合の影響につ

いては、「長期評価」が規模の信頼度が高いとしていることを踏まえれ

ば、上記の各津波地震による津波と同程度の津波が福島第一原子力発電所

に襲来する可能性が高いのであり、その場合に、主要建屋敷地のあるＯ.

Ｐ.＋１０メートルを超えることは当然に予想される事態である。 

この点に関し、都司氏は以下のとおり証言している。 

「問 規模の信頼度Ａとの評価によれば、福島県沖や宮城沖の日本海溝

沿いにどのような津波地震を想定すべきということになりますか。 

「この三陸北部から房総沖の海溝寄りの長いゾーンの北のほうで、一番

北で明治三陸、一番南で延宝房総沖の地震が起きて、ともに非常に大

きな人的な被害、家屋の被害を出してるわけですね。こういうふうな

ものが既に３つ知られているわけですが、それと同じようなものが福

島県沖で起きる、あるいは茨城県沖で起きる、構造的に全く同じ構造

しておりますので、そこで起きると考えるのはちっとも不思議ではな

い。当然そういうことが起きるものと想定しなければいけないという

ことになります。」（甲Ｂ４７の１・２２０項） 

 ５ 小括 

日本海溝沿いの津波地震に関する「長期評価」の各項目の信頼度を整理

すると以下のとおりである。 

①特定の領域における発生について、信頼度は「やや低い」とされたも

のの領域全体としては「同様の津波地震は領域内のどこかで発生する

と考えられる」。 

②発生確率について、ポアソン過程によって推計されたことから信頼度

は「やや低い」とされたものの、万が一にも深刻な災害を起さないと

いう原子炉の運転に求められる高度の安全性との関係では到底無視で

きない発生確率である。 

③いったん発生した場合の規模については過去の津波地震の例に匹敵す
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る津波の規模となることについては信頼度が高い。 

以上を前提とすれば、原子炉の安全確保の観点かは、「長期評価」の知

見は、それを安全対策の基礎に据えるべき客観性及び合理的根拠を有する

ものといえるのであり、被告国が、原子炉の安全確保のための規制権限の

行使に際して、「長期評価」の知見を無視することは到底許されないもの

である。 

 

第６ 「長期評価」公表後も、その結論が確認・維持されたこと 

 １ はじめに 

原告らは、第５までの主張により、２００２年「長期評価」が示した地震・

津波想定は、「長期評価」が公表された２００２（平成１４）年時点におい

て、原子力発電所の津波防護対策の基礎に据えるべき客観的かつ合理的根拠

を有する知見であることを明らかにした。 

本項においては、①「長期評価」が公表後の知見の進展を踏まえて検討・

改訂がなされた過程においても、日本海溝寄りの津波地震の発生可能性に

関する「長期評価」の見解が再確認され、維持されたこと、②土木学会・津

波評価部会におけるその後の検討においても日本海溝寄りに津波地震を想

定すべきであるとの見解が支持されるに至ったこと、などから「長期評価」

が示した「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでもＭ８クラ

スのプレート間の大地震（津波地震）が発生する可能性がある」（甲Ｂ１０・

１０頁）との結論が、その後の経過によって確認・維持されたことを整理す

る。 

２ 長期評価の結論が公表後の改訂の際も確認・維持されたこと 

（１）「長期評価」は公表後の改訂を予定していること 

被告国は、「長期評価」の示す日本海溝寄りの津波地震の想定に関して、

２００２年（平成１４）年の「長期評価」公表後に、「長期評価」に異を唱

える見解も複数存在していたことなどを挙げて、「長期評価」の結論を非難
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する。 

しかし、そもそも「長期評価」は、地震防災対策特措法の目的に沿って、

地震・津波に関する最新の知見を踏まえて、これを防災計画に反映させるこ

とを目的としているものであることから、重要な知見の進展があれば、当然

にそれを盛り込む改訂がなされることが予定されている。 

仮に被告らの主張を前提にすれば、異論や学者の見解を踏まえて、「長期

評価」の結論に対する見直しがなされているか、少なくともそのための議論

がなされてしかるべきであろう。 

しかしながら、むしろ「長期評価」の結論は、以下のとおり公表後の改訂

の際も確認・維持されているのである。 

（２）「長期評価」の改訂においても津波地震の評価が維持されたこと  

   「長期評価」については、２００９（平成２１）年から改訂作業が進めら

れており、地震調査委員会長期評価部会の会合が２００９（平成２１）年６

月から本件地震前まで１９回開かれ、約２０人の専門家が議論に参加して

いる。 

   しかしながら、津波地震に対する否定的な意見は出されず、見直しがなさ

れないどころか見直しのために複数の見解が提起された形跡もない。 

すなわち、地震調査研究推進本部長期評価部会は、２００９（平成２１）

年３月に、「長期評価」を一部改訂した（甲Ｂ６１、甲Ｂ６２）。 

改訂の主なポイントは、２００８（平成２０）年５月８日に茨城県沖で地

震（Ｍ７．０）が発生したことから、茨城県沖の地震の長期評価を見直すと

ともに、三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について、前回の

公表から時間が経過したため、地震発生確率等、記述の一部を更新したもの

である。 

この改訂に際しても、日本海溝寄りを陸寄りと区別される一つの領域と

した上で過去の地震の整理と将来の地震の予測を行っている。また、「三陸

沖北部から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）」について、
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「１６１１年の三陸沖、１６７７年１１月の房総沖、明治三陸地震と称され

る１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）が知られて」いるとして、２００２

年当時の「長期評価」の結論を変えていない。 

さらに、地震調査研究推進本部長期評価部会は、２０１１（平成２３）年

１１月に、東北地方太平洋沖地震の発生を踏まえて、「長期評価」の改訂版

として、「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二版）」を公

表した。 

この長期評価（第二版）では、東北地方太平洋沖地震の知見を踏まえて必

要な改訂がなされているが、その内容は、東北地方太平洋沖地震が津波地震

の要素を含むものであることから、従前の３つの津波地震にこれを付加し

て評価するというものであり、「三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレー

ト間大地震（津波地震）」について、「１６１１年の三陸沖、１６７７年１１

月の房総沖、明治三陸地震と称される１８９６年の三陸沖（中部海溝寄り）

が知られて」いるとの評価は、何ら変更されていない。 

このように、２００２（平成１４）年７月の「長期評価」公表後、三陸沖

から房総沖にかけての日本海溝寄りの津波地震の予測については、その後、

複数回の見直しの機会があったものの、「長期評価」においても、その評価

については、変更は一切なされていないのである。 

（３）「長期評価」の津波地震の地震想定がその後も維持されていることは専門

家の証言等によっても裏付けられること 

前記のとおり、「長期評価」における「三陸沖北部から房総沖の海溝寄り

の領域内のどこでもＭ８クラスのプレート間の大地震（津波地震）が発生す

る可能性がある」との予測は、公表後に一切見直しがなされていないが、こ

の点については、島崎氏が以下のとおり述べている。 

（「長期評価」公表後に異論が複数存在して、） 

「もしそのような異論に多くの人が賛成するのであれば、必ず長期評価

をやり直せという意見が出てくるはずですけれども、そのような意見
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は全くありませんでした。」（甲Ｂ４８の１・２５頁上から７行目） 

さらに、本件事故後、２００８（平成２０）年当時、地震本部地震調査委

員会の委員長であった阿部勝征氏は、１９９７（平成９）年の論文で「地震

調査研究推進本部の広報する情報は、行政的にも地震防災に活かされてい

くことになります。」と述べている。 

このように、２００２年「長期評価」は、公表当時だけでなくその後も、

地震防災のために取り入れられていくことが必要とされていたのである。 

（４）まとめ 

   このように「長期評価」は、公表当時だけでなくその後の改訂の際も、客

観的かつ合理的根拠を有する知見であることが確認・維持されていた。 

３ 土木学会・津波評価部会における「長期評価」を踏まえた議論の進展 

（１）津波評価部会のその後の活動と津波地震の想定の見直し 

津波評価部会は、２００２（平成１４）年２月に「原子力発電所の津波評

価技術」を公表して、第１期の活動を終えることとなった。その後、津波評

価部会は、第２期（２００３年～）及び第３期（２００７年～）においては、

いわゆる確率論的な津波評価の手法の検討を進め、その成果を集約したも

のとして、２００９（平成２１）年６月に「確率論的津波ハザード解析の方

法（案）」が取りまとめられている。 

その後、津波評価部会の第４期（２００９〔平成２１〕年１１月２４日以

降）においては、決定論的手法に基づく津波波源の決定方法をどうバージョ

ンアップしていくかという検討を中心に進めて、決定論の波源モデルの見

直しを行った（甲Ｂ６０の２・松山昌史聴取結果書第２回・１４頁参照）。 

（２）日本海溝南部において延宝房総沖地震の波源を想定すべきとされたこと 

ア 本件地震の直前における東京電力から保安院への報告 

被告東京電力は、本件地震の４日前、２０１１（平成２３）年３月７日に、

原子力安全・保安院に対して、「福島第一・第二原子力発電所の津波評価に

ついて」と題する書面を提出して、福島第一原子力発電所等における津波想
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定についての報告を行っている（甲Ｂ６３）。 

この報告に際しては、被告東京電力は、想定される津波による福島第一原

子力発電所等への影響について、３つの重要な推定結果を報告している。 

イ ２００２年「長期評価」に基づくＯ.Ｐ.＋１５.７メートルの推計 

第１に、「地震調査研究推進本部の見解（２００２）」である「三陸沖北部

から房総沖の海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）」について「１８９

６年の『明治三陸地震』についてのモデルを参考にし、同様の地震は三陸沖

北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこでも発生する可能性があると考

え」、明治三陸地震の波源モデルを福島県沖に想定した「『１８９６年』明治

三陸沖で評価した」推計である。 

推計結果は、福島第一原子力発電所の敷地南側でＯ.Ｐ.＋１５．７メート

ル、４号機の立地点では同２．６メートルの浸水高となり、主要建屋敷地高

さＯ.Ｐ.＋１０メートルを大幅に超過することが報告されている（甲Ｂ６

３の２枚目、真中の上の推計。）。 

なお、この推計は、被告東京電力が２００８（平成２０）年３月１８日に

関連会社である東電設計株式会社から報告を受けたものであり、別件訴訟

において、過失の争点に関する重要な資料として繰り返し開示を求められ

たにもかかわらず、被告東京電力が提出を拒み続けていたものである（甲Ｂ

６４ 検察審査会決定、甲Ｂ６５ 「新潟県中越沖地震を踏まえた福島第

一・第二原子力発電所の津波評価委託 第 2 回打合せ資料 資料２ 福島

第一発電所 日本海溝寄りの想定津波の検討）。 

ウ 貞観地震モデルによる敷地高さを超える推計 

第２に、８６９年貞観地震に関して、石巻平野、仙台平野及び福島県に

おける津波堆積物を再現する断層モデルのうち、再現性の高い断層モデル

（甲Ｂ６６、甲Ｂ６７）を用いて福島第一原子力発電所に到達する津波高

さを推計した結果である。これによれば、福島第一原子力発電所において

は、Ｏ.Ｐ.＋８．７～９．２メートルの浸水高がもたらされるものとされ
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ている。 

また、「仮に土木学会の断層モデルが採用された場合、不確実性の考慮

（パラメータスタディ）のため、２～３割程度、津波水位が大きくなる可

能性あり」（甲Ｂ６３・２頁欄外の注３）とされている。さらに、この推

計はあくまで既に判明している石巻平野から福島県までの津波堆積物の調

査結果に基づくものであり、北部（三陸海岸沿岸）及び南部（茨城県沿

岸）の津波堆積物の調査によってさらに大規模なものとなる可能性が留保

されている。 

これらの可能性を考慮すれば、８６９年貞観地震の知見は、福島第一原

子力発電所において主要建屋敷地高さＯ.Ｐ.＋１０メートルを大幅に超過

する津波の襲来があり得ることを示している。 

エ 津波評価部会による延宝房総沖波源によるＯ.Ｐ.＋１３．６メートルの推

計 

第３に、被告東京電力は、土木学会・津波評価部会の事務局を担う立場か

ら、同部会の第４期の検討において、決定論的手法により、津波地震を福島

県沖日本海溝寄りにも設定する波源モデルの見直しがなされていたことを

報告している。 

報告内容から、土木学会・津波評価部会では、「三陸沖北部から房総沖の

海溝寄りのプレート間大地震（津波地震）」については、「北部では『１８９

６年明治三陸沖』、南部では『１６７７年房総沖』を参考に設定」すること

について、「２０１０．１２．７ 津波評価部会にて確認」していること（甲

Ｂ６３・１枚目）、この「北部領域では『１８９６年明治三陸沖』、南部では

『１６７７年房総沖』を参考に設定する。」との方針について、部会内にお

いて異論がなかったこと（甲Ｂ６３・２枚目）が明らかである。 

そして、延宝房総沖地震の波源モデルを福島県沖の日本海溝寄りに設定

した場合の津波水位の推計結果（２００８〔平成２０〕年８月２２日、東電

設計による計算結果）として、福島第一原子力発電所の敷地南部でＯ．Ｐ．
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＋１３．６メートルとなることが報告されており、同発電所の主要建屋敷地

が同様の津波によって浸水する可能性があることが示されている（甲Ｂ６

４、検察審査会における議決の要旨１２頁）。 

２００２年「津波評価技術」において、将来の波源の設定を既往地震の範

囲に限定した土木学会・津波評価部会が、決定論に基づき津波想定の見直し

を行った結果、（１８９６年明治三陸地震か１６７７年延宝房総沖地震かの

違いはあれ）福島県沖日本海溝寄りに津波地震を想定するという「長期評価」

の考え方を受け入れざるを得なくなったことは、極めて重要な事実である。 

（３）当時の津波評価部会に参加した者による裏付け 

以上の議論がなされたことは、当時の津波評価部会の事務局を担ってい

た電力中央研究所の松山昌史による政府事故調のヒアリング結果にて明ら

かにされている（甲Ｂ６０の２）。すなわち、同内容によれば、第４期の部

会で福島県沖の日本海溝寄りの津波地震について、領域（三陸沖から房総沖

にかけての日本海溝寄りの領域）の北と南でどう考えるのかという議論が

あり、ある程度南に、つまり福島県沖の日本海溝寄りに津波地震を置くとい

うのは必要な項目だろうと述べているのである。そして、この議論は、「決

定論、波源の決定の仕方をどうバージョンアップしていくかというのがメ

イン」とし、決定論における波源モデルの見直しとしての議論だったと述べ

ている（同上）。 

これに対して、佐竹証人は、個別の地震の議論についての記憶が余りない

と述べながらも、「津波評価技術というのは確定論なんですけれども、その

確定論をもうちょっとアップデートする必要があるよなという議論はして

おりましたし、実際にやっております」と述べ、前記松山の発言を肯定して

いる（乙Ｂ５３・３８頁上から２行目）。 

なお、佐竹氏は、前述のとおり、２００７（平成１９）年に１６７７年延

宝房総沖地震の波源について、痕跡高等の調査を踏まえて、福島県沿岸にま

で及ぶ波源モデルを公表している（甲Ｂ５７）。 
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（４）まとめ 

このように、被告国が依拠する「津波評価技術」を策定した土木学会・津

波評価部会においても、２００２（平成１４）年以降、「長期評価」の考え

方を取り入れた議論がなされていた。 

４ 小括 

   以上のとおり、「長期評価」は、公表後の知見の進展を踏まえた改訂の

際においても結論の正当性を再確認され、維持された。また、土木学会・

津波評価部会におけるその後の検討においても日本海溝寄りに津波地震を

想定すべきであるとの見解が支持されるに至っていた。 

このように、「長期評価」は、その公表後においても、客観的かつ合理

的根拠を有する科学的知見であることが確認されている知見なのである。 

 

第７ 中央防災会議・日本海溝等専門調査会による防災対策の対象地震の限定

は「長期評価」を否定するものではないこと 

被告国は、中央防災会議が設置した日本海溝等専門調査会による報告（２

００６（平成１８）年）において、「長期評価」が示す見解が採用されなか

ったことをもって、「長期評価」の理学的根拠が乏しいなどと主張する。 

そこで以下、当該主張に理由がないことを述べる。 

１ 中央防災会議・日本海溝等専門調査会での結論 

中央防災会議は、２００３（平成１５）年１０月に、災害対策基本法及び

「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法」（２００４（平成１６）年）に基づいて、「日本海溝・千島海溝周

辺海溝型地震に関する専門調査会」（以下、単に「日本海溝等専門調査会」

という。）を設置し、同調査会は、２００６（平成１８）年１月、その検討

結果を「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報告」（乙

Ｂ１１。以下、単に「日本海溝等専門調査会報告」という。）として公表し

た。 
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日本海溝等専門調査会においては、「防災対策の検討対象」とする地震に

ついて、最終的に次のとおりに限定することとされた。 

すなわち、 

「防災対策の検討対象とする地震としては、過去に大きな地震（Ｍ７程

度以上）の発生が確認されているものを対象として考える。・・・・大

きな地震が繰り返し発生しているものについては、近い将来発生する

可能性が高いと考え、防災対策の検討対象とする。・・・・大きな地震

が発生しているが繰り返しが確認されていないものについては、発生

間隔が長いものと考え、近い将来に発生する可能性が低いものとして、

防災対策の検討対象から除外することとする。このことから、・・・福

島県沖・茨城県沖のプレート間地震は除外される。」（乙Ｂ１１・１３～

１４頁） 

この決定は、たとえば東北地方を前提とすれば、歴史記録が残っている約

４００年間で繰り返しが確認できた大きな地震・津波のみを検討対象とし、

対象となる約４００年間で繰り返しが確認できない「発生間隔が長い」地震・

津波を一律に防災対策の検討対象から除外することを意味する。 

地震調査研究推進本部の「長期評価」が日本海溝寄りの津波地震として挙

げた３つの地震・津波のうち、同調査会報告においては、１８９６年明治三

陸地震のみが検討対象とされるに留まり、１６１１年慶長三陸地震及び１６

７７年延宝房総沖地震は、留意事項に留めて検討対象から除外し、その結果

として、福島県沖及び茨城県沖におけるプレート間地震（津波地震）への対

応は不要とされたのである。 

２ 日本海溝等専門調査会報告の検討対象の津波を限定する判断は「長期評

価」の示す地震学の知見を踏まえた地震想定を否定するものではないこと 

（１）はじめに 

中央防災会議・日本海溝等専門調査会は、日本海溝寄りの領域の南北を通

じて３つの津波地震が発生しているとした「長期評価」の地震学の知見に基
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づく評価を否定しているのではなく、「長期評価」の学問的な知見を前提に

置きつつも、時間的・財政的・人的といった、学問的知見とは別の行政上の

制約を理由として、「防災対策の検討対象」とする地震等の議論を行い、前

述「１」の結論に至ったものである。従って、日本海溝等専門調査会の結論

をもって、あたかも「長期評価」が否定されたかのようにいう被告らの主張

は誤りである。 

以下では、中央防災会議の災害対策基本法上の役割を踏まえつつ、日本海

溝等専門調査会での議論の内容を検討し、その結論が「長期評価」を否定す

るものではないことを明らかにする。 

（２）中央防災会議の役割は地震本部の「長期評価」と異なること 

中央防災会議は、災害対策基本法に基づいて、内閣総理大臣を会長に全閣

僚や学識経験者などで構成され（同法１２条）、防災対策の基本計画の作成

など政府の防災に関する指針を決める機関である。中央防災会議は国とし

ての防災基本計画を作成し、その実施を推進する役割をも担い（同法１１条

第２項）、その所掌事務については、地方公共団体に必要な協力を求め、勧

告を行うこともできる（同法１３条）。そして、この防災基本計画において

は、総合的な計画だけでなく防災上必要な人員や物資、運輸、通信等の資料

を添付することとされ（同法３５条２項）、これらに基づいて都道府県、市

町村は具体的な防災計画を作成することとされている（同法４０条等）。 

このように地方公共団体を通じた具体的な防災計画の策定と実施までを

踏まえた防災行政の推進が中央防災会議の任務である。防災基本計画の策

定に際しては、純粋に学問的知見だけから防災計画を立てることは予定さ

れていない。すなわち、国は自治体等との間で、「災害に係る経費負担の適

正化を図らなければならない。」とされており（同法３条２項）、財政上の考

慮を含めた政策的な判断を踏まえて防災に関する施策の推進（防災基本計

画の作成等）を進めることが予定されているのである。 

これに対し、前記第１の２のとおり、「長期評価」を策定する地震調査研
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究推進本部は、科学的、学問的知見に基づいて「地震に関する観測、測量、

調査及び研究の推進」をはかり、その調査研究の「成果の普及に努め」る機

関であって（地震防災対策特別措置法７条、１３条）、その求められる役割

もそこでの判断がもつ意味も、防災計画作成等の防災行政を担う中央防災

会議とは全く異なる。 

以上のように、もともと財政上の考慮事項等の行政上の制約が法律上も

予定された中央防災会議の中に、前記のとおり２００３（平成１５）年１０

月に日本海溝等専門調査会が設置されたのである。 

（３）中央防災会議・日本海溝等専門調査会では中央防災会議の役割を前提に議

論がなされていること 

前記（２）のような中央防災会議の役割は、日本海溝等専門調査会の議論

の過程でも中央防災会議事務局から明確に表明されている。 

  すなわち、日本海溝等専門調査会において、地震・津波の専門家からは、

「長期評価」に基づく地震の想定を考慮すべきという意見が相次いで表明

された。 

  たとえば、阿部勝征委員（東京大学地震研究所教授）は、同専門調査会の

第２回会議において、次のとおりの意見を述べている（甲Ｂ６８の２）。 

「福島県、茨城県の沖合でも明治の三陸津波のような巨大津波が発生す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

る地震が起きてしまうと、・・・発生可能性としては巨大津波も恐れな
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ければいけない
．．．．．．．

。それが今回は過去の事例に重点を置くために、そう

いうことは考慮しなくなったという点で大きな違いが、推本と中防と

の間で違いがあると思うのですね。・・・・まれに起こる巨大災害とい
．．．．．．．．．．．．

うものをここでは一切切ってしまったということになるということを
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

覚悟しなければいけない
．．．．．．．．．．．

ということですね。」（同・２１頁） 

「予防対策用のときに、過去に起きたものだけを考えてつくろうとして

いる・・・・。まれだけれども、起こる可能性があるものを排除してし

まうわけです。・・・・多くの研究者は
．．．．．．．

明治の三陸が繰り返すとは思っ
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ていませんし、昭和の三陸が繰り返すとは思っていないけれども、あ
．

の程度のことは隣の領域で起こるかもしれない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ぐらいは考えているわ

けですね。そうすると、それが予防対策から排除されてしまって、過去

に起きたものだけで予防対策を講じるということになるのですねとい

うことですね。・・・その為政者の考えもわかることはわかりますけれ

ども、科学の立場からするとそういうこともある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

と。」（同・２３頁） 

また、同会議において、島崎氏も、同様に、地震空白域をも想定すべきで

あるとして、阿部氏と同旨の意見を、次のとおりに述べている。 

「今の作業はある意味で後追いに私には見えるのですね。後手、後手に
．．．．．．

回るのは本当はまずいのではないか
．．．．．．．．．．．．．．．．

。・・・非常にまれな地震で、ここ

で繰り返すことはまずないものを対象にしてしまって、むしろそれと

同じような地域が隣にあって、そっちの方が多分次に起こるだろうと
．．．．．．．．．．．．．．．．．

みんな思っている
．．．．．．．．

わけですね、もし起こるとすれば。先手必勝で行く

なら、むしろそっちをやはり対象にとっておいた方がいいのではない

か。・・・・むしろ多少のリスクはあるけれども先手をやるというので

あればそっちをやるべきではないかと私は思うので、特に予備的とい

うのですか、かなりほかの例でも、まあそんなに起きないけれども、で

も起きないとは言えないというような直下の大きな地震だとか、そう

いうものをこれまでも取り入れていますので、それと同じぐらいに取

り入れてもおかしくないように私は思っているのですけれども、いか

がでしょうか。」（同・２９頁） 

「例えば 1933 年の三陸沖というのはプレートが曲がってポリッと折れ

たわけですから、その隣がまだ折れていなければいつか折れるという、

そういうふうに考えるのが普通なので、ですから正断層は 1933 年の

むしろ南を考えた方がより将来の予防をする意味では意味があると私

は思います。それは津波地震も同様です
．．．．．．．．．．．．

。」（同・３０頁） 

しかしながら、これに対して中央防災会議事務局は、 
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「過去に実際に起こったことをベースに次のことを考えても、なかなか

そこへいろいろな防災対策として人、時間、金を投資
．．．．．．．．．

していくわけで

すから、その投資の一般的な合意の得られやすさというのは過去に起

こったことをベースにしま（し）たというのは得られやすい」（同・２

９～３０頁） 

として、時間的・財政的な制約を挙げて地震・津波の専門家の指摘を事実上

棚上げにしてしまったのである。 

留意すべきことは、中央防災会議事務局が、「防災対策の検討対象」を限

定した理由として挙げているのは、地震の専門家が示した「長期評価」に沿

う地震想定の信頼性が低いという学問的な見地ではなく、飽くまで、防災対

策に関する行政計画として、時間的・財政的制約をも考慮して、どこまでの

地震・津波を想定して対策をたてるべきかという行政的な判断事項である

ということである。 

この点は、中央防災会議に設置された上記専門調査会の会議では、同会議

事務局は、その専門調査会の役割について「時間的な限定」がある中で「防

災対策の検討対象とすべき地震を選ぶ」ことに主眼があるとしてこれを強

調していることにも表れている。 

また、当時第１回の専門調査会に出席した防災担当大臣は、その役割につ

いて、「大体役所がやりますことは・・・一般の国民のレベルに合わせまし

て物を言うものですから、非常に荒っぽい議論をします。・・・もう一つは

税金を使いますので、かなり明確にこういうことをするということを言わ

ないといけない」と述べているのである（甲Ｂ６８の１・３９頁）。 

（４）本件事故後の中央防災会議に対する各調査等においても中央防災会議の

「長期評価」と異なる役割が強調されていること 

以上のことは、本件事故後の各事故調査委員会における中央防災会議事

務局に対する調査過程からも確認できる。 

すなわち、中央防災会議事務局は、本件事故後の政府事故調査委員会の聴
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取に対して、日本海溝等専門調査会が「防災対策の検討対象」とすべき地震

について限定を行った理由について、「一連の検討によって防災対象とする

地域が決まった後は防災計画の策定等が法律上義務化
．．．．．．

されていくが、その

ような行政行為を行うには、相当の説得力を持つ根拠が必要であったため

で」（甲Ａ１の２・３０７頁）あると説明している。 

  同様に、中央防災会議の事故当時の担当者は、国会事故調査委員会のヒア

リングに対して、「地震本部の予測の扱いは悩ましかった。しかし、これま

で起きた証拠がはっきりしないものへの対策を求めるのは、多くの民間業
．．．．．．

者や行政を対象とする我々では困難
．．．．．．．．．．．．．．．．

だった。」と述べている（甲Ａ２・４７

頁）。 

（５）まとめ 

以上みたとおり、財政上の考慮事項など行政上の政策的観点を取りこん

で策定された日本海溝等専門調査会報告と、地震学の最新の知見に基づい

て将来の地震の発生可能性についての評価を取りまとめた「長期評価」と

は、全く性質が異なるものであり、日本海溝等専門調査会の結論は、（同調

査会の会議に参加していた地震学者の多数が支持していた）「長期評価」の

示す地震学上の合理性を否定するものではない。 

３ 一般的・広域的な防災と原子力防災は求められる安全性に差があること 

（１）一般防災と原子力防災の差異についての国会事故調の指摘 

国会事故調査報告書は、日本海溝等専門調査会報告が、防災対策の検討対

象とする地震・津波を「繰り返し発生する大きな地震」に限定したことに関

して、「中央防災会議は、地震本部の『長期評価』について『過去（文献の

残る数百年以内）に発生したことがない』ことを理由に、防災の対象とする

津波として想定しなかった。しかし高度なリスク対策が求められる原発に

おける津波想定と、一般市民レベルの津波想定を定める中央防災会議の決

定とでは、要求される水準がそもそも異なる。」（甲Ｂ９・４７頁）と述べ、

一般的な施設を対象とする一般市民レベルの防災のための地震・津波の想
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定と、高度な安全性が求められる原子炉施設の防災対策としての地震・津波

の想定では、求められる安全性の水準に差があるとして、日本海溝等専門調

査会報告の想定をもって、原子炉の安全確保のための想定を基礎づけるこ

とは相当でないと明言している。 

（２）事故後に中央防災会議が一般防災を前提としても反省していること 

中央防災会議は本件事故を踏まえた検討結果を発表しているが、その中

で、これまでの考え方を「我が国の過去数百年間に経験してきた最大級の地

震のうち切迫性の高いと考えられる地震を対象に・・・次におきる最大級の

地震として想定してきた。その結果・・・震度と津波高などを再現できなか

った地震は地震発生の確度が低いとみなし、想定の対象外としてきた。今回

の災害に関連していえば、過去に発生したと考えられる８６９年貞観三陸
．．．．．．．．

沖地震、１６１１年慶長三陸沖地震、１６７７年延宝房総沖地震などを考慮
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

の外においてきたことは、十分反省する必要が
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ある
．．

。」とし、さらに、今後

の対応としても、「たとえ地震の全体像が十分解明されていなくても、今後

は対象地震として、十分活用することを検討していく必要がある」と反省し

ている（甲Ｂ６９・５頁。２０１１（平成２３）年９月２８日）。 

注意すべきことは、中央防災会議のこうした反省が、一般的施設を対象と

した市民レベルの防災の観点からの「反省」であることである。一般的な施

設に比して、格段に高度な安全性が求められる原子炉施設の安全性の確保

との関係においては、こうした「反省」はより厳しく求められるべきもので

ある。 

（３）まとめ 

 そもそも、中央防災会議・日本海溝等専門調査会報告は、前記のとおり①

同調査会の地震・津波想定が、広域的・一般的な防災対策を目的としている

こと、及び②防災対象とすると防災計画の策定等が法律上義務づけられる

こととなり、そのために多数関係者の利害の考慮及び財政的な制約の考慮

が求められたことによって限定されたものであることは、中央防災会議事
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務局も自認するところである。 

一般防災にも増して高度の安全性が求められる原子炉施設について規制

の権限と責任を負う被告国、あるいは安全確保に直接の責任を負う事業者

である被告東京電力が、日本海溝等専門調査会の結論をもって本件で福島

県沖の日本海溝寄りに津波地震を想定しない根拠とするのは、牽強付会と

いう他ない。 

４ 小括 

   以上のとおり、そもそも日本海溝等専門調査会報告は、中央防災会議・日

本海溝等専門調査会の役割を前提に、時間的・財政的・人的といった学問的

知見とは異なる制約を理由に結論に至ったものであり、「長期評価」を否定

するようなものではない。なお、本件事故後、一般防災としても想定が不十

分であったことを、中央防災会議自身が認めているものでもある。 

   また、同報告は、あくまで一般、広域的な防災を想定したものであり、本

件事故に求められる原子力防災との間には、求められる安全性に差がある

ことは自明である。 

   したがって、中央防災会議・日本海溝等専門調査会による防災対策の対象

自身の限定は、「長期評価」が客観的勝つ合理的根拠を有する知見であるこ

とを否定するものではない。 

 

第８ 耐震バックチェックでは「長期評価」は検討対象外だったこと 

１ 被告国の主張  

被告国は、２００６（平成１８）年の耐震設計審査指針の改訂を踏まえて

行われた、いわゆる耐震バックチェックに際し、その検討にあたった「地震・

津波、地質・地盤合同ワーキンググループ」において、「長期評価」に基づ

く検討が必要との意見は出されていないとして、「長期評価」の示す福島県

沖の日本海溝沿いのプレート間地震（津波地震）を想定しなかったことを正

当化しようする（第７準備書面１０８頁）。 
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２ 耐震バックチェックは津波評価技術に沿って行われていたこと 

たしかに、被告国は、２００６（平成１８）年９月に、耐震設計審査指針

の改訂に伴って、いわゆる「バックチェックルール」を定めて、耐震バック

チェックを進めているところ、その際「長期評価」に基づく検討はなされて

いない（丙Ｂ１参照）。 

しかしながら、耐震バックチェックの手続きにおいては、原子力発電所に

おける津波予測評価について、「津波評価技術」の津波想定及び数値シミュ

レーションの手法によって行われることが前提とされていた。この点は、政

府事故調・中間報告書においても、「バックチェックルール」の津波の想定

及び津波シミュレーションについては、「土木学会の津波評価技術の内容と

酷似したものとなっている」（甲Ａ１の１・３８９頁）とされているとおり

である。 

つまり、「長期評価」が発表されて既に４年が経過している２００６（平

成１８）年においても、被告国は、被告東京電力に対して、福島県沖の日本

海溝沿いに津波波源を考慮する必要はないとする「津波評価技術」の津波想

定に従うことを求めているのである。 

この点に関して、耐震設計審査指針の改訂をまとめた実務責任者であっ

た水間英城・原子力安全委員会事務局総務課長（当時）は、改訂耐震設計審

査指針が発表された翌日には、保安院によって耐震バックチェックルール

が公表された経過に触れながら、耐震バックチェックにおいて、事実上、「津

波評価技術」が基準として利用されることを想定していたことを認めてい

る。 

また、原子力安全・保安院長であった広瀬研吉は、２００６（平成１８）

年３月１日の衆議院予算委員会（第７分科会）において、「現在、我が国で

営業運転中の原子力発電所は五十四基ございます。社団法人土木学会の『原

子力発電所の津波評価技術』に基づく評価手法による低下水位というもの

で評価をしております」と答弁しており、原子炉の津波対策については津波
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評価技術に基づいて行っていると明言している（甲Ｂ７０・６～７頁）。 

３ 津波評価技術は「長期評価」の想定を排除していること 

そもそも、原告準備書面１８において詳述しているとおり、「津波評価技

術」は、日本海溝沿いの福島県沖については、津波地震などの波源を想定す

る必要がないという明確な考え方に立っている。これに対して、「長期評価」

は福島県沖を含めて日本海溝沿いのどこでも津波地震が起こりうるという

考え方に基づいている。「津波評価技術」に準拠して行われる耐震バックチ

ェックにおいて、「長期評価」の見解についての検討がなされないことは、

こうした耐震バックチェックの位置付けからして、そもそも想定されてい

たものであり、その検討の過程で「長期評価」の示す見解が検討されなかっ

たことをもって、「長期評価」を否定することはできないものである。 

４ 耐震バックチェックは想定津波の深い検討を予定していないこと 

耐震バックチェックに関与した地震学者である今村文彦氏も、耐震バッ

クチェックの在り方について、「当時のバックチェックの考え方は、事業者

の評価した数字が正しいかを確認するとともに、ＪＮＥＳ（原子力安全基盤

機構のこと、引用注）などの方法で計算した値と比べて妥当かをみようとい

うもの。大きな視野でのチェックではなかった。」と、率直に述べていると

ころである（甲Ｂ７１・今村文彦聴取結果書６頁）。 

５ 小括 

以上から、前記ワーキンググループは、耐震バックチェックルールに基づ

くバックチェックの報告書の適否を検討することを目的とする会議であり、

前提となるバックチェックルール自体が、「津波評価技術」に準拠しており、

「長期評価」の知見に反して、福島県沖の日本海溝沿いの津波地震を考慮す

る必要はないとしているものである。よって、耐震バックチェックの検討は

その出発点からして、「長期評価」の知見を検討することを予定していない

ものであり、そこで検討されなかったことをもって、「長期評価」の結論を

否定することはできない。 
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第９ 結語 

これまで詳述したとおり、「長期評価」は、第１に、阪神淡路大震災の反

省を踏まえて設置された被告国の地震調査研究推進本部において、地震調査

委員会・海溝型分科会に招集された第一線の地震・津波の研究者が議論を尽

くし、最大公約数的な結論として示された、日本海溝沿いにおける過去の地

震の評価および将来の地震の予測についての、被告国自身による法令に基礎

を置く公的な見解であった。 

第２に、「長期評価」の内容および結論（日本海溝寄りと陸寄りを領域分

けした上で、海溝寄りにつき過去に３つの津波地震が発生したこと、将来に

おいてこの海溝寄りのどこでも同様の津波地震が発生しうると評価したこ

と）は、当時の地震・津波学の最新の知見を踏まえたものであった。さらに

項目毎に信頼度を詳細に検討したものであった。このように「長期評価」は、

客観的かつ合理的根拠を有する科学的知見であった。 

第３に、「長期評価」の結論は、その公表後にも維持・再確認され、土木

学会・津波評価部会においても、日本海溝寄りにおいては、福島県沖を含む

南部の領域を含めて、津波地震を想定すべきとの見解が支持されるに至った。 

第４に、「長期評価」公表後、中央防災会議の日本海溝等専門調査会は防

災対策の対象となる地震津波を限定しているが、それは財政上の考慮など行

政的な判断に基づくものであり、科学的・学問的な知見に基づいて「長期評

価」を否定するものではなかった。 

以上のとおり、「長期評価」が安全対策の基礎に据えるべき客観的かつ合

理的根拠を有する科学的知見であることは、疑いようのない事実である。 

「長期評価」の日本海溝寄りの津波地震の評価と予測は、２００２（平成

１４）年７月の発表と同時に報道機関を通じて広く社会的にも周知され（甲

Ｂ７２、２００２年８月１日付朝日新聞（次頁））、通常の市民生活・経済活

動一般を対象とした防災対策（一般防災）に活かされることが期待されてい
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たところである。 

 

万が一にも重大事故を起こしてはならない原子炉施設の地震・津波に対す

る防護策（原子力防災）においては、一般防災にも増して「長期評価」の知

見を重視し、速やかに原子炉施設の地震・津波に対する防護策に反映させる

べきであったことは言うまでもない。 

以上 

 


